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1．はじめに

　国境を越えて価値を創造し，急速に拡大していく事業には優れたビジネスモデルが備わってい

る。Amazon.com やUber，YouTube にNetflix のようないわゆるe ビジネスはもとより，ファー

ストリテイリングやIKEA のような製造小売業，アップルやネスレのような既存のメーカー，マ

クドナルドに代表される古典的なフランチャイズ・システムまで，いまやビジネスモデルは国際

ビジネスの成長エンジンとなっている。あるビジネスモデル（事業）が国境を越えてグローバル

市場において競争優位を獲得する一方で，あるビジネスモデル（事業）は国内に留まるか限られ

た地理的範囲でしか展開できない。これはなぜか。この現象を我々はどのように分析できるのだ

ろうか。2000 年以降，ビジネスモデルはジャーナリスティックな書物からケーススタディ教材，

学術論文などあらゆる媒体において議論され，まさに百花繚乱の様相を呈している。しかしその

間，学術論文においてでさえビジネスモデルの定義は定まらず，その分析視角は分散しており，

ビジネスモデルと既存の理論や研究分野との異同は依然として曖昧なままである（Teece, 2010, 

Wirtz, et al., 2016, Zott and Amit, 2010）。とくに国際ビジネス論との関係については検討が始

まったばかりであり，海外市場，グローバル市場におけるビジネスモデルの展開とその成果を分

析するフレームは準備できていない。

　そこで本稿では，活況を呈するビジネスモデル研究の中でも，戦略論との関係に焦点を当てた

研究群に基づき国際ビジネス論との架橋を試みる。国際ビジネス論において開発されてきた主要

な概念とビジネスモデルの関係を戦略論の視点から検討し，新たな分析視角を提示する。本稿の

構成は以下の通りである。続く 2 では戦略論に基づきビジネスモデルを理論として整理し，国際

ビジネス論との架橋のための準備とする。ビジネスモデルが戦略論に提供する新たな視点として，

パートナー（サプライヤー，流通業者，顧客など）とのネットワークに基づく競争優位の獲得が

指摘されている。価値提案，価値創造，価値獲得と配分において，パートナーをいかして巻き込
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み，協力を引き出し，当該ビジネスモデルを持続的に成長させるのか。主体企業（フォーカル企

業）と他のプレーヤーが担当する活動の内容ならびにそれら活動間のリンクとガバナンスの方法

にビジネスモデル自体に備わる競争優位の源泉が内在する。またビジネスモデルはダイナミック・

ケイパビリティ論との相性も良い。需要を捉え，環境の変化に対応し，企業内外の資源や活動を

組み換えて競争優位を獲得するダイナミック・ケイパビリティはビジネスモデルそのものである

（Teece, 2010, 2014, 2018）。戦略論のレンズを通してビジネスモデル「論」を整理し，優れたビ

ジネスモデルが競争優位の源泉となる論理を明らかにする。

　そして ３ ではビジネスモデルの国際化ならびに国際ビジネス論との関係を検討する主要な文献

をレビューし論点を整理する。ビジネスモデルの国際化に対してはビジネスモデル論，国際ビジ

ネス論の双方よりアプローチがあるものの，戦略論を通じた双方の対話はほとんど進んでいない。

ここでは国境を越えて価値を提案し，価値を創造するビジネスモデルを国際ビジネス戦略との関

係において理論的に検討する。そして 4 においていよいよ国際ビジネス論に固有の概念をビジネ

スモデルの戦略論と架橋し，国境を越えて成長するビジネスモデルを説明するための新しい分析

視角を提示する。

2．戦略論に基づくビジネスモデルの論理

　「ビジネスモデルには理論的な根拠がない」（Teece, 2010, 2018）。「古いワインを新しいボトル

に詰め替えただけ」（Wirtz, et al., 2016）。これらはビジネスモデルに対する戦略論からの批判で

ある。古いワインとは既存の戦略論を指すのは言うまでもない。本節ではビジネスモデルと戦略

論の関係を検討した主要な文献をレビューし，戦略論に基づくビジネスモデルの論理，すなわち

ビジネスモデル「論」を提示する。

2-1 戦略としての価値提案

　ビジネスモデル研究では，いまだに概念的定義，操作的定義そして構成要素において研究者間

で混乱がある。唯一の同意形成は「価値提案（value proposition）」と「価値を創造し，提供し，

獲得，配分する方法（value creation, deliver, capture, and allocation）」の 2 つの要素を同時に

備えていることにある（Ritter and Lettl, 2018； Wirtz, et al., 2016）。たとえばTeece は，「ビジ

ネスモデルとは，企業がどのように価値を創造し，顧客に提供するか，またその価値を獲得する

ために採用したメカニズムのアーキテクチャを記述するものであり，コスト，収益の流れを包含

する一連の要素の束である」としている（Teece, 2018：41）。またZott and Amit（2010）によ

れば，ビジネスモデルは価値を提案しその価値を創造するために，どのように（how）事業を遂

行するのかに関するホリスティック（全体的）な視点に特徴がある。世界的ベストセラー『ビジ

ネスモデル・ジェネレーション』の著者であるOsterwalder and Pigneur（2010）は ９ つのブロッ

クから構成されるデザインツール「ビジネスモデル・キャンバス」を提案している。９ ブロック
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は需要側と供給側の要素へ大別でき，需要側には①顧客セグメント，②顧客との関係性，③チャ

ネル，④価値提案，⑤収入の流れが含まれ，すべて従来のマーケティングと重なる。そして供給

側として，⑥鍵となる活動，⑦鍵となる経営資源，⑧鍵となるパートナー，⑨コスト構造の 4 つ

が示されている。

　本稿では，ビジネスモデルをもっともシンプルに「価値提案」と「価値創造（提供と獲得・配

分も含む）」の 2 つの要素に大別し，戦略論との関係を整理していく。その上で，戦略としての

ビジネスモデルの独自性を示す。図 1は「価値提案」と「価値創造」の関係性を示している。「価

値提案」と「価値創造」は相互に影響し合いビジネスモデルを構成している。順に見ていこう。

図 1　 もっともシンプルなビジネスモデルの構成要素

出所：筆者作成

　「価値提案」は，市場セグメントを通じてターゲット顧客セグメントを識別し，それら顧客グルー

プが求める製品・サービスを，顧客が支払う意思のある価格で，支払いやすい方法で，受け取り

やすい方法で届けるための計画である。これは従来のマーケティング計画（セグメーンテーショ

ン，ターゲティング，ポジショニング，4P）に相当する。提供する価値は，競争相手が提供し

ていない製品・サービスが望ましく，配送や支払い方法もまた差異化要因となる。これは市場志

向の組織行動そのものであり（Day, 1９９4；Naver and Slater, 1９９0），マーケティング論から目

新しさを見出すことはできない。ビジネスモデルに価値提案の要素を含める理論的な意義は，図

1で「価値創造」とを結ぶ相互の矢印にある。すなわち，市場インターフェイスと組織内外の諸

活動を有機的に連結することにビジネスモデルの戦略論に対する貢献がある。周知のように，

Porter（1９85）のポジショニング・アプローチとBarney（1９９1）の資源ベース・ヴューには，

市場とのインターフェイスとくに顧客の視点が欠けている（Day, 1９９4；小林, 2002；臼井, 2006, 

201９）。価値連鎖上の諸活動に対して，競争相手との相対的な比較による資源属性に着目するが
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あまり，顧客に対する価値提案は理論構築の前提に追いやられてきた。このギャップを埋めたの

が戦略的マーケティング論の大家であるジョージ・S・デイ教授であった（小林, 1９９6）。Day（1９９4）

は，市場から組織内部への情報の流れ「アウトサイドイン」と組織内部（価値創造のための諸活

動）から市場への活動の流れ「インサイドアウト」の結合を主張し，これをマーケティング・ケ

イパビリティとして概念化している（臼井, 201９； 馬場・臼井, 201９）。詳細は本稿の範囲を超え

るため別稿に譲るが，ビジネスモデルは戦略論に対して市場インターフェイスと価値創造活動を

連結する方法を提示している。後述するが，ビジネスモデルはマーケティング・ケイパビリティ

をマーケティング機能にとどめることなく，他の部門や組織外部のプレーヤー（パートナー）に

よる価値創造活動にまで拡張し，これらを見事に統合してみせている。

　ビジネスモデル研究において「価値提案」はどのように検討されてきたのだろうか。従来のマー

ケティングと同様，市場セグメントに基づきターゲット顧客セグメントとそのニーズを識別から

始まる。優れた市場調査や顧客とのインターフェイス（ないしは顧客結合や顧客ボンディング）

を構築し管理するケイパビリティが求められる。またビジネスモデルにおける「価値提案」には，

支払い方法と製品やサービスを顧客へ届ける方法も含まれる。これはビジネスモデル研究がイン

ターネットの普及と社会のデジタル化に伴うe ビジネスの登場を背景に発展してきたことに起因

する。定額の自動更新契約で広い範囲のコンテンツを使い放題で提供する「サブスクリプション」，

無料のサービス範囲と有料のサービス範囲を組み合わせる「フリーミアム」などが有名である。

またクラシックな事例としてしばしば取り上げられるのはジレット社の創業者であるジレット氏

が考案したとされる「剃刀と剃刀の刃（Razor and Blades）」モデルである。これは消耗品ビジ

ネスモデルとして一般化し，プリンターとインク，航空機のジェットエンジンとメンテナンスな

ど，広く応用されている。ビジネスモデルではこれを「収益の流れ」として構成要素の一つとし

て独立させて議論する場合もあるが（Teece, 2018），本稿ではこの支払い方法と製品・サービス

の提供方法そのものが顧客のニーズに基づいた価値提案のひとつと捉えて議論を進めたい。すべ

てはシンプルに整理するためである。

　ところで，マーケティング研究では消費者を対象とした価値提案は実は容易でないことが繰り

返し議論されてきた（臼井, 2010）。顧客価値は自明ではなく事後的に発現するのである。石井

（1９９３）によれば，製品やサービスの使用価値は社会的コンテクストに依存し，その意味は事前

に予測できずに事後的に了解，構成されるという。消費における使用価値は生産過程においてあ

らかじめ定められたものではなく，競争過程を通して（偶然的，恣意的要素を含みつつ）生まれ

る（石井, 1９９９： 1９5）。使用価値は必然でもなければ，普遍性も備えていないということになる。

市場セグメントに基づき顧客グループを特定すれば自ずとニーズが理解できると想定することは

安易である。このヒューリスティックな視点は幸いにしてビジネスモデル研究においても共有さ

れている。ビジネスモデルの生成プロセスとその後の変化・進化プロセスの論理に接近する「ビ

ジネスモデル・ダイナミックス」なる研究群がある。そこでは「実験と組織学習」が強調されて

いる（Sosna, et al., 2010）。たとえば，ビジネスモデル・イノベーションの国際化プロセスを検
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証したCavallo ら（2020）は，初期段階では最小有効製品（プロトタイプ）を実験的に市場へ導

入し，最初の顧客グループで試し，拡張可能なビジネスモデルを漸進的に探索し，実行していく

リーン・スタートアップの有効性を発見している。またDemil and Lecocq（2010）は，英国プ

レミアリーグのアーセナルFC のビジネスモデルの変革についてケーススタディを行い，変化す

る顧客ニーズに対応し，チームの保有する資源コンポーネント（スタジアムやスター選手など）

を組み替えたり刷新するプロセスを描いている。Teece（2018）はダイナミック・ケイパビリティ

を援用して市場機会の「センシング（感知）」をビジネスモデル開発の初期段階で強調し，これ

を「企業家的経営者のもっとも重要な仕事」と表現している。

　このようにビジネスモデルにおける「価値提案」はヒューリスティックであり，インサイドア

ウト，実験と組織学習あるいは起業家精神などの概念を使って接近しているが，結局のところブ

ラックボックスのままであると言ってよい。しかし企業間の資源の異質性と相対的な優劣を競争

優位の源泉と捉える戦略論の立場で考えてみれば，価値提案を精度高く計画するケイパビリティ

は，競争優位の源泉となる。従って，競争相手や潜在的な参入者よりも優れて顧客価値を感知で

きる起業家精神と組織的な仕組みを備える企業は，ビジネスモデルの開発と進化を優れて実行で

きるというロジックが成り立つ（Teece, 2010, 2018）。加えてビジネスモデルは「価値創造」と「価

値提案」が連動しつつ形作られていくため，環境の変化へ対応して進化していくダイナミック・

ケイパビリティはより一層，複雑で，模倣が困難な経営資源になると考えられる（Pitelis, 2022； 

Teece, 2014, 2018）。

2-2 ビジネスモデルにおける価値創造システム

　ビジネスモデルのもう一方の構成要素は「価値創造」である。市場で感知した「価値提案」を

実現する仕組みが「価値創造」である。ビジネスモデル研究では価値創造に加えて，価値獲得（value 

capture），価値提供（value deliver）を別の構成要素として検討する場合もあるが（Tallman et 

al., 2018； Teece, 2010； Wirtz et al., 2016），本稿では，価値提案を実現するあらゆる活動を「価

値創造」のもとで統合し，できるだけシンプルに論理を整理する。Zott らはビジネスモデルが

価値を創造するエンジンを「活動システム（activity system）」と呼んでいる（Amit and Zott, 

2015； Zott and Amit, 2010）。ビジネスモデルはデザイン主題（theme）とそれを実現するデザ

イン要素より構成される。デザイン主題とは新奇性（novelty）や効率性（efficiency）など，ビ

ジネスモデルが顧客へ提案する価値の内容を示す大まかなテーマである。ここではZott らの活

動システムを参考にして価値創造システムを検討する。

　図 2に価値創造システムの内容を示している。第一の要素は「活動」である。活動とは価値提

案を実現するために必要となる活動の内容とその取捨選択である。技術，特許，ブランド，営業

スキル，販売網，市場調査に関するスキルなど，静態的でかつ一般的なケイパビリティ（ordinary 

capability）を指す。のちに詳しく述べるが，ビジネスモデルには，主体企業とパートナー企業，

顧客，行政など多様なプレーヤーが参画し価値創造に貢献する。それらプレーヤー間での活動内
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容の分業がまずもって必要となる。たとえば，動画投稿サイトのYouTube の場合，まず視聴者

に対する価値提案は「世界最大の動画コンテンツライブラリの無料での利用」にある。この価値

提供のため，主体企業はプラットフォームとアルゴリズムの開発・メンテナンス，そして収益の

分配を担当する。一方でコンテンツ提供者（投稿者）は，魅力的なコンテンツの開発と視聴者と

の関係性構築に勤しむ。そして視聴者は，コンテンツと広告の視聴，コメント投稿，メンバーシッ

プ登録等と通じてコンテンツ提供者（一部をYouTuber と呼称する）を支援する。アパレルブ

ランドのユニクロを展開するファーストリテイリング社のビジネスモデルでは，パートナーであ

る中国の独立系サプライヤー工場，機能性素材を共同開発する東レに代表される繊維メーカー，

そして物流を担うダイフクのような倉庫業者などの主要なプレーヤーに活動を分業しつつ，

ファーストリテイリング社は商品企画，品質管理，店舗管理，ウェブ販売，ブランド管理などを

コア活動としている（Usui et al., 2017）。ユニクロは，世界中のあらゆる消費者に対して機能的

に優れた高品質でベーシックな普段着を低価格で届けるという価値を提案している。ユニクロは

この価値提案を「Made for All」，「Life Wear」と呼んでいる。

図 2　ビジネスモデルにおける価値創造システム

出所：筆者作成
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　戦略論に立脚すれば，これら個々の活動が，市場において希少であり，模倣と代替が困難であ

る場合，持続可能な競争優位の源泉として機能する。しかし個々の活動のすべてに資源属性を求

めることは，変化の激しい市場環境においては困難である（Teece, 2018）。市場のプレーヤーは

互いに模倣を繰り返す。もちろん知的財産として法的に権利を守ることはできるが，デジタル社

会では新しい技術やサービスで代替されてしまう可能性が高い。そこで主体企業は，価値提案を

実現するためのコア活動を中心に長期的かつ大規模な投資を実行し先行者優位を維持する。個々

の活動に競争優位の源泉を求めることが難しい競争環境だからこそ，それら活動の総体としての

ビジネスモデルが求められる。この視点は価値創造システムの第二の要素の説明につながる。

　価値創造システムの第二の要素は「プレーヤー・ネットワーク」である。Zott ら（2011）は，

ビジネスモデルに参画するプレーヤー（主体企業，パートナー企業，ユーザー，顧客など）が担

当する活動の間の有機的なリンクの繋げ方を「構造（structure）」と呼んでいる。複数の活動が

適切にリンクすることにより，活動システム全体でさらに大きな価値を創造し顧客へ届けること

ができる。ビジネスモデルでは活動の内容そのものに加えて，プレーヤーによる活動間のネット

ワーク構造にも競争優位の源泉を求める。プレーヤー・ネットワークそのものに新奇性があり模

倣困難であれば，中長期的に競争相手や新規参入者の行動を制限でき，持続可能な競争優位を獲

得できる。先のYouTube のケースでは，主体企業とコンテンツ提供者，視聴者の活動が互いに

価値創造に向かってリンクしている。すなわち，より多くの優れたコンテンツの投稿が増えれば，

それだけ視聴回数も増え，プラットフォームとしての魅力が高まる。広告主にとってもリーチが

広げられる。それら活動間のリンクがさらなるネットワーク効果を生み出し，さらに多くのコン

テンツが投稿されるというポジティブなスパイラルが生まれる。Amazon 創業者であるジェフ・

ベゾス氏が創業当時にレストランのナフキンに裏書きしたとされる有名な「フライウィール効果」

もまた，活動間のリンクが漸進的に大きな価値を創造していくメカニズムを説明している。ここ

で注意すべきは，価値創造の活動には顧客やユーザーもまたプレーヤーとして参画することにあ

る。たとえば，多くのアパレル企業は，顧客が自身の着こなし（コーディネート）をSNS に投

稿し，商品の使用における価値創造を支援するコミュニテイ・サイトを運営している。

　ポジショニング・アプローチと資源ベース・ヴューに基づきビジネスモデルの戦略論としての

独自性を検討したMassa らは以下のように述べている（Massa, et al., 2017； 臼井, 2020a）。既存

の戦略論が主体企業単体による価値創造を前提としているのに対してビジネスモデルにはネット

ワーク全体より生じる成果を前提とした価値創造メカニズムが備わっている。競争優位の源泉は

供給サイド（製品・サービスの提供企業）のみならず，需要サイド（顧客）にも存在すると考え

るのがビジネスモデルである。このように顧客である需要サイドとパートナー企業から構成され

る「プレーヤー・ネットワークの属性」にも競争優位の源泉を求めることができる。ここでは必

ずしもネットワーク効果（ネットワークの外部性）のみを想定せずとも，ネットワーク構造その

ものが希少であり模倣困難であれば，ビジネスモデルは持続可能な競争優位を獲得できる。たと

えば，トヨタ自動車に代表される日系自動車メーカーのサプライヤーネットワークは，関係特殊
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投資を通じた経営資源をネットワーク内に蓄積することを通じて，新製品開発の速度や製品の品

質を高めてきた（Takeishi, 2001； Usui, 2005）。同様にファーストリテインリング社が構築して

きた中国を中心とした独立系工場によるサプライヤーネットワークもまた，希少で模倣が困難で

あった。ファーストリテイリング社による高品質と低コストの同時実現は，この希少で模倣困難

なサプライヤーネットワークによるところが大きい（Usui, et al., 2017）。

　価値創造システムの第三の要素は「ガナバンス」である。これはビジネスモデルに参画するプ

レーヤーが担当する活動を責任をもって実行することを統御するしくみである（Zott, et al., 

2011）。個々の活動をプレーヤーの間でリンクするだけでは価値創造システムは作動しない。作

動させるためのインセンティブを同時にセットし，すべてのプレーヤーの活動を実行ベースでコ

ントロールしなくてはならない。ビジネスモデルではとくに収益の分配をガバナンスのエンジン

と捉えている。しかしこれは金銭的なインセンティブに過ぎず，ガバナンスの一面しか捉えてい

ない。ガバナンスについては組織間関係論における豊富な研究蓄積が役立つ。パワー論，取引コ

スト論，資源ベース・ヴュー，信頼などの諸理論や概念に基づく数々の実証研究が理論的な基盤

を提供してくれる。たとえば，主体企業が実行する活動や経営資源（規模の経済性やブランド）は，

主体企業の経済的なパワーとなってプレーヤーの行動の統御に役立つ。同様に主体企業とプレー

ヤー間の関係特殊資産への長期的な共同投資は，スイッチング・コストを高め，ロックインの効

果を生じさせる。感情に基づく信頼関係の構築もまた有効であろう（Kobayashi, et al., 2017）。

他の 2 つの要素と同様に，ネットワーク内に蓄積された関係特殊資産に希少性があり，模倣も代

替も困難な場合，ガバナンスもまた競争優位の源泉として機能する。

　以上，価値創造システムの ３ つの要素をそれぞれ検討してきた。３ つの要素は独立して存在す

るわけではなく，互いに強く結びついている。図 2では，これら ３ 要素が相互作用し，価値創造

の質と量を拡大していく共進化のメカニズムを描いている。「活動」「プレーヤー・ネットワーク」

そして「ガバナンス」が互いに高め合い相乗効果が生じるようにビジネスモデルを設計する必要

がある。市場環境の変化に伴い，ビジネスモデル自体の進化が求められるとき，「価値連鎖シス

テム」と「価値提案」もまた共進する（Pitelis, 2022）。アルファベット社の運営する世界最大規

模の検索エンジンGoogle は，世界中のユーザーに無料でデータベースへのアクセス権を提供す

る代わりに，1 日 55 億回とも言われる膨大な検索データを収集・活用し，検索エンジンの規模

を拡大させ，その精度を高めている。このビッグデータの活用のためにはアルゴリズムの開発が

欠かせない。性能の高いアルゴリズムの開発は主体企業であるGoogle のコア活動であるが，こ

れはプレーヤー・ネットワークの規模と質にも依存し，また逆も真の関係にある。その結果，漸

進的に改良が進む世界最高性能のアルゴリズムは希少で模倣困難な経営資源として主体企業のパ

ワーとなり，これがさらなるプレーヤーを惹き寄せ，ビジネスモデルへの参画とコミットメント

を促す（ガバナンス）。またGoogle は検索エンジン事業を中核としながらも，その他無料のアプ

リケーション（G-mail やGoogle drive など）をユーザーに提供することを通じて，さらにコア

活動の範囲を広げ，これが新しい価値提案の発見と実現に寄与する。優れたビジネスモデルの下
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では，このようにして ３ つの要素は互いに影響し合う共進化の関係にある。そしてこのビジネス

モデルのホリスティック（全体的）なデザインと実行においてこそ，希少で，その複雑さゆえに

極めて高い模倣困難性を有する競争優位の源泉が構築できるのである。

　Teece が「ビジネスモデルはダイナミック・ケイパビリティそのものである」と強調している

のはこのようなロジックにより説明できよう。Teece はビジネスモデルそのものはすぐに模倣で

きると述べている。外食産業やコンビニのフランチャイズ・システム，プリンターとインクに代

表される消耗品ビジネスモデル，サブスクリプションなど，巷ではビジネスモデルの類型は星の

数ほど存在するが，ビジネスのやり方（たとえば，収益化の方法）だけをそのままコピーするこ

とは容易である。マクドナルド社が世に広げたと言われるフランチャイズ・システムは，いまや

外食産業からコンビニ，ニッチなサービス業まで，あらゆる新規事業のスケールアップ手法となっ

ている。サブスクリプションもまた然りである。問題は，なぜ映像配信サービスのサブスクリプ

ションモデルの中でもAmazon Prime Video とNetflix が世界市場において拡大を続けているの

か，つまり持続可能な競争優位ポジションを獲得できたのかを説明するロジックの解明にある。

サブスクリプションや消耗品ビジネス，フランチャイズ・システムのようなビジネスモデルの類

型をどこまで検討してもこの答えは得られない。ビジネスモデルはホリスティックな概念なので

ある。

　以上，戦略論に基づきビジネスモデルの理論について検討してきた。その要点は，要素間の相

互作用メカニズムに基づくビジネスモデルの全体設計と共進化にある。ビジネスモデル「論」に

は，既存の戦略論では見落とされてきた価値創造のための諸活動の強くて活発なつながりをデザ

インし機能させる，そのこと自体に内在するホリスティックな競争優位が備わる。

3．ビジネスモデル論と国際ビジネス論の架橋

　ビジネスモデル研究者たちはビジネスモデルの国際化現象に注目している。ビジネスモデル・

ダイナミックスとビジネスモデル・イノベーションの分野でとくに活発である（Casadesus-

Masanell and Ricart, 2010； Cavallo, et al., 2020； Demil and Lecocq, 2010； Rask, 2014； Wirtz, 

et al., 2016）。そこでは，国境を越えるビジネスモデルが直面する市場環境の変化を新たな機会

として感知し，ビジネスモデルを適応するプロセスが検討されている。適応とは，新たなターゲッ

ト顧客に対して新しい価値提案を計画し，価値創造システムを組み換えていくことである。そし

てそのプロセスにおいては国内のビジネスモデルの進化と同様に，「実験と組織学習」が鍵を握る。

これらビジネスモデルの国際化研究は，国際化を環境の変化に対応するビジネスモデルの適応プ

ロセスとして観察しており，その多くは中小企業やベンチャー企業を対象としている。その結果，

ビジネスモデル研究においてプロパーな国際ビジネス論との対話はほとんど進んでいない。

　近年，国際ビジネス研究においてもまたビジネスモデルへの注目が高まり，トップジャーナル

に論文が登場している。とくに現地市場とグローバル市場の双方で競争優位を獲得するために開
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発されてきた国際ビジネス戦略論とビジネスモデルの架橋が試みられている（Bohnsak, et al., 

2021； Pitelis, 2022； Tallman et al., 2018）。しかしそこではビジネスモデルを極めて表面的に捉

えており，強固な架け橋を建設するまでには至っていない。そこで本節では 2 で検討したビジネ

スモデル「論」と国際ビジネス戦略論（以下，国際ビジネス論）との架橋に向けた論点を整理する。

3-1 企業特殊優位とビジネスモデル論

　国際ビジネス論では，企業の直接投資を伴う国際化ないしは多国籍化の論理として，進出企業

は現地企業に対する劣位を跳ね除けるだけの固有の優位性を保有していることを前提としてき

た。 企 業 特 殊 優 位（firm-specific advantage： FSA） で あ る（Rugman and Verbeke, 1９９2, 

200３）。この概念は資源ベース・ヴューとの対話を通じて，多国籍企業が国際市場において競争

力を強化するために利用できる資源の識別に貢献してきた（Narula and Verbeke, 2015）。少し

長くなるが，まずはこの国際ビジネス論の鍵概念について整理しておく。

　企業特殊優位は，知識，資産，製品や技術，ブランド，マーケティング・スキルなどを含む経

営資源あるいはケイパビリティである。企業は進出先の現地市場で競争相手が保有しない希少で，

模倣困難な経営資源を企業特殊優位として識別し活用することを通じて，競争優位を獲得する（臼

井, 2015）。企業特殊優位は，非立地制約型の企業特殊優位（Non-Location-Bound FSA）と立地

制約型の企業特殊優位（Location-Bound FSA）に分類される。前者は，国境を越えて様々な規

模や範囲で活用でき，低いコストで海外に移転し，現地での大幅な適応なしに活用できる。進出

する企業は，現地市場において不確実性を低減するために国内ですでに実績のある戦略やビジネ

スモデルを利用するインセンティブをもつ（Tallman, 1９９2； Tallman et al., 2018）。非立地制約

型の企業特殊優位となるには，現地市場において経済的価値があり，希少で，模倣困難かつ代替

不可能な資源としての属性が必要となる。一方で立地制約型の企業特殊優位は，特定の国や地域

市場でのみ優位性をもたらす資源であり，その活用においては文字通り立地に大いに制約を受ける。

　非立地制約型の企業特殊優位は，現地企業に対する競争優位として機能することが期待される

が，現地市場の条件は異なり予測は不可能で変化するため，本社から移転する経営資源の価値は

限定的となる（Collis, 1９９4； Tallman, 1９９2； 臼井, 2015）。したがって市場参入後，現地子会社

は現地の立地特殊優位に基づく新たな現地資源の識別と獲得に投資し，現地市場への適応力を強

化し，非立地制約型の企業特殊優位を補完する（Bohnsack et al., 2021； Grøgaard et al., 201９； 

Mesquita, 2016）。これは資源の束をどのように再構成するかという戦略に焦点をあてたダイナ

ミック・ケイパビリティに基づく起業家論にも通じている（Teece, 2014）。

　2021 年，この企業特殊優位の論理をビジネスモデルへ応用を試みた研究がJournal of 

International Business Studies 誌より発表された。Bohnsack ら（2021）による『企業の国際化

におけるビジネスモデルの役割』と題した論稿である。ここでBohnsack らの論理構成を紹介し，

同時に問題を指摘する。

　Bohnsack らは企業特殊優位とビジネスモデルの架橋を企図し，「ビジネスモデル特殊優位
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（business model specific advantage： BMSA）」なる概念を開発している。ビジネスモデルをコ

ンポーネントと名付けた要素へ分割し，３ つのコンポーネントを立地制約性の程度で分析する（図

3を参照）。３ つのコンポーネントは「価値提案」「価値ネットワーク」「収益- コスト・モデル」

である。実証的には，欧州におけるエネルギー市場の自由化の波を捉えて国際化を企図する中小

電力関連企業の 14 社を対象とした比較ケース分析を実施した。Bohnsack らは ３ つのコンポー

ネントを分析単位とし，立地制約の度合いによって 14 社のビジネスモデルを仕分けている。

　一例として「価値ネットワーク」に関する分析を見てみよう。14 社のうち，配電や送電に携

わる ３ 社は，中核となる資源，活動，パートナーがすべて本国に立地しているため，高い立地制

約性に直面している。配電事業者である ３ 社の資産は，自国内で管理するネットワークインフラ

であり，進出先国では現地の関係者のネットワークに組み込まれることになる。また現地で新た

なパートナー企業を探しビジネスモデルの再構築を求められる場合もある。一方で，デジタル技

術を使ってアルゴリズムやソフトウェアをクラウド上で提供するA社は欧州における電力プラッ

トフォームの構築をソフト面で支援することを計画しており，立地制約の程度は低い（Bohnsack 

at al., 2021）。

　Bohnsack 論文は，国際ビジネス論とビジネスモデル論を架橋する初期の取り組みとして評価

図 3　Bohnsackらの概念フレーム

出所：Bohnsack et al., （2021）
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できるものの，その内容には問題がある。まずビジネスモデルに詳しい説明も加えずに操作上の

都合から ３ つのコンポーネントに分類している。これでは架橋とは到底呼べず，むしろ国際ビジ

ネス論へのビジネスモデル研究の吸収とも理解できる。しかしさらに問題なのは，分析対象となっ

た 14 社がそもそも本国において優れたビジネスモデルを有しているのが不明な点である。配電

や送電のビジネスが立地に制約され，一方でB to B のソフト関連サービス業が立地に制約され

ないという分析は，何もビジネスモデルを持ち出すまでもなく，単なる事業特性で説明がつくの

かもしれない。「価値提案」もまた然りである。B to B とB to C では顧客価値の多様性が随分と

異なる。総じてBohnsack 論文にはビジネスモデル論に固有の戦略的視点の吟味が欠けていると

言わざるを得ない。

　企業特殊優位はビジネスモデル論との架橋に有効な鍵概念であると考えられる。共に戦略論を

介したプロトコルを有しているためである。次節ではビジネスモデルのグローバル化と企業特殊

優位の関係について検討し，架橋のための論点を絞っていく。

3-2 ビジネスモデルのグローバル化

　国際ビジネス研究者のみならず実務家による高い関心はビジネスモデルのグローバル化の可能

性にある（Hennart et al., 2021； Pitelis, 2022 Stallkamp and Schotter, 2018； Tallman, 2014； 

Tallman et al., 2018）。伝統的に国際ビジネス論では，多国籍企業の戦略と組織の複雑さを分析

するレンズとして，グローバル統合の圧力の程度によってグローバル産業とマルティドメス

ティック産業に分類してきた。市場と企業のグローバル化に対応するためにBartlett とGhoshal

（1９8９）により提唱されたトランスナショナル組織モデルが登場して久しいが，2020 年代に入っ

た現在でも複雑なグローバル市場に対して多国籍企業がいかなる戦略と組織を構築するのかとい

う課題に対する研究者の関心は高い。ここではTallmanらのコンセプト論文に基づきグローバル・

ビジネスモデル（以下，GBM）の可能性を考える。GBM の検討は，GBM とそうでないはない

もの，すなわち立地に制約されたビジネスモデルの特徴を理解することにも役立つ。

　Steven Tallman は 2014 年にいち早く「ビジネスモデルと多国籍企業」と題する論稿をまとめ，

2018 年にはGlobal Strategy Journal 誌にYadong Luo とPeter Buckley との共著で『グローバル

競争におけるビジネスモデル』を発表している（Tallman et al., 2018）。Tallman はGBM を一種

の理念型として提案しており，その出現の背景を，新たなグローバル化の波（デジタル化，新技

術，世界貿易の拡大，資源のオープンアクセスなど）に求めている。GBM とは，多国籍企業が

グローバル市場で顧客価値を創造し，独自の収益構造を構築するための手段であり，本社で全体

を調整しつつも同時に現地市場に適応するための，顧客への価値提案，収益方式，主要な活動プ

ロセスと資源の全体的なデザインである。したがってGBM では，戦略，顧客，市場，オペレーショ

ン，プロセス，ファイナンスをグローバルな範囲で統合する必要がある。Tallman はグローバル

市場で統合的に標準化されたビジネスモデルを展開することを提案している。GBM は現地市場

への適応を部分的に必要とするが，より重要なのはグローバルに移転，展開，標準化できるコア
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プロセス，収益方式，価値提案を予め計画し，育てていくことにある。

　このようなTallman によるGBM の提案は，逆説的ではあるが，企業特殊優位やサプライチェー

ンの状況は国や地域ごとに大きく異なるという制度の異質性の理解に基づいている。価値提案に

対する顧客の反応は国ごとに異なり，収益の獲得や分配の方法についても為替レートやインフレ

の違いが制約となる。そもそも多国籍企業が戦略をグローバル全体で統合的，標準的に管理する

ことは極めて困難である。このように立地ごとに異質性があるからこそ，多国籍企業はこれらを

統合するようにGBM を新規に開発（innovate）していく必要があるというのがTallman らの主

張である。

　しかしこのTallman らの主張にはビジネスモデル論の独自性が見落とさせており，先ほどの

Bahnsack ら（2021）と同様，表面的にしかビジネスモデルを捉えていない。「価値提案」「価値

創造」「価値配達（value delivery）」「価値獲得」「価値配分」をビジネスモデルの 5 つの要素（本

文では「活動（activity）」としている）として分類し，検討している。そこでは国際ビジネスの

文脈で各要素を検討し，ビジネスモデル独自の戦略的側面を何ら参照していない。たとえば，「価

値創造と価値配達」の例としてあげたアップルとサムソンの成功を，外部サプライヤーへのモ

ジュール生産ベースのアウトソーシングの導入に求めている。そしてこのモジュール生産ベース

のアウトソーシングを，Uber とAirbnb のプレーヤー・ネットワークと重ね合わせ，同じロジッ

クでその利点を説明している。その結果，GBM は 21 世紀バージョンのトランスナショナル組

織を提案しているに過ぎず，残念ながらまたしてもビジネスモデル論と国際ビジネス論の対話の

断絶を招いている。

　この断絶を打開する一筋の光もまた同じ 2018 年に差し込んでいる。同じくGlobal Strategy 

Journal 誌にて発表されたデジタル・プラットフォーム・ビジネスの国際化に関する論文である

（Stallkamp and Schotter, 2018）。そこではプラットフォーム・ビジネス固有のネットワーク効

果の立地制約性を分析し，ビジネスモデル論と企業特殊優位，そしてGBM との架橋に先鞭をつ

けている。プラットフォームは，買い手と売り手といった異なるユーザーグループ間の取引（マ

ルチサイド市場あるは二面市場と呼ばれることもある）を促進することで価値を生み出すビジネ

スモデルの一種である。すでに検討したように，より多くのユーザー（ないしはプレーヤー）が

プラットフォームに参加すると各ユーザーにとっての価値が高まるというネットワーク効果（な

いしはネットワークの外部性）が生じる。ネットワーク効果は，大規模なユーザーネットワーク

を持つプラットフォームに持続可能な競争優位を与え，支配的な市場シェア獲得のエンジンとし

て機能する。問題はこのネットワーク効果が国境を越えて機能するかどうかにある。ネットワー

ク効果が非立地制約的であれば，プラットフォームビジネスは国境を越えて競争優位を獲得でき，

その競争優位の源泉はネットワークの拡大とともに強化されていく。プラットフォーム企業が海

外市場に参入すると，ターゲット国のユーザーはプラットフォーム企業の他国での既存ユーザー

ベースから利益を得ることになる。

　ここではソニーのプレイステーションとフードデリバリーサービスの例を挙げて説明している
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（Stallkamp and Schotter, 2018： 67）。ソニーのプレイステーションが海外市場で発売されれば，

その国のユーザーは，他国の膨大な既存ユーザー向けに開発されたゲームの恩恵を受け，また世

界のどこからでも無数のプレーヤーとのオンライン・マルチプレーヤー・ゲームに参加すること

ができる。そのため，現地にユーザーがいなくても，ターゲットとなる市場の潜在的なユーザー

にとって魅力的なプラットフォームとなる。このように複数の市場でこのネットワーク効果によ

る競争優位を獲得できる場合，やがてこのプラットフォームはGBM へと成長する可能性がある。

一方で，フードデリバリーサービスのネットワークは特定の国や地域内のネットワークに限られ

る。ニューヨークのレストランから東京へ配達はできない。そのためこのサービスは国境を越え

ることが難しく，GBM になることは望めないだろう。この現象は国内のネットワークが非立地

制約的な企業特殊優位として機能しないというロジックで説明がつく。

　本節では先行研究に基づき，ビジネスモデル論と国際ビジネス論を架橋する論点を検討した。

残念ながらビジネスモデル研究も国際ビジネス研究も互いに独自の概念を理解し，より建設的な

対話へと移行していくには今少し時間がかかりそうである。しかしデジタル・プラットフォーム

のビジネスモデルに限定はされるものの，ビジネスモデル論独自の競争優位の源泉を国際ビジネ

ス論と結合し，GBM の実現可能性について理論的な説明を与えたStallkamp とSchotter の貢献

は光明となった。次節ではここまでの議論を踏まえ，ビジネスモデル論と国際ビジネス論の架橋

に求められる新しい分析視角を提示する。

4．新しい分析視角：将来の研究の方向性

　あるビジネスモデルが国境を越えてグローバル市場において競争優位を獲得する一方で，ある

ビジネスモデルは国内に留まるか限られた地理的範囲でしか展開できない。我々の目的はこの現

象を分析できるフレームの開発にある。本節では将来の研究の方向性を導く 4 つの分析視角を提

示する。

1）ビジネスモデル自体の立地制約性分析

　第一はビジネスモデル自体の分析である。先行研究はビジネスモデル全体に対する分析視角を

欠いている。ビジネスモデルはホリスティックな概念であることを忘れてはならない。要素に還

元して分析するよりも前に，ビジネスモデル全体としての機能性が課題となるはずである。価値

提案と価値創造は相互依存の関係にある。いずれかを大幅に適応化すればバランスが崩れる。ビ

ジネスモデルの大きな枠組みは変えず，部分的な適応によってバランスを保つ方法の分析がここ

での目的である。これはビジネスモデル自体が備える優位性の立地制約性分析といえよう。

　筆者はイオンモールの海外進出の分析において，イオンモールが国内で確立したビジネスモデ

ル自体の優位性が現地市場においても同様にあるいは国内以上に機能するかについて検討してい

る（臼井・星田, 2016, 2017； 臼井, 2020b）。イオンモールのビジネスモデルの特徴は立地創造に

ある。交通量の少ない郊外や工場の跡地の再開発地域において，イオンモールは集客のために一
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から魅力ある立地を創造していく。イオングループのテナント企業，外部テナント，地元の行政，

地域の住民の方々などとの「プレーヤー・ネットワーク」の構築が成功の鍵を握る。複数のプレー

ヤーが協力して，モール内での地域住民による発表大会や季節のイベントを企画・運営する。モー

ル全体の集客のためにテナントとイオンモールは緊密に連携し協力する体制にある。多くのテナ

ントの賃料は歩合制になっており売上高に応じて変動する。集客者数と消費金額がモールの賃料

収入とテナントの収入に連動することにより，このネットワークはよりよくガバナンスされてい

る。

　イオンモールはアジアの各国市場へ進出後，現地での学習を通じて，この商業施設の運営体制

（ビジネスモデル）が現地市場において極めて希少であり，顧客へ価値を提案，創造することを

確信するに至った。たとえば，2017 年時点ですでにネット販売が活況でかつ近代的な小売業が

乱立する競争の激しい中国市場においてイオンモールは地域住民に愛される地元のモールとして

そのポジションを獲得している（臼井・星田, 2017）。一般に中国では商業施設がテナントや地

域住民，行政と協力してモールを運営する商習慣は存在せず，ビジネスとしては不動産賃貸業の

域を出ていない。イオンモールは複数の立地ごとに価値提案（モールのコンセプト）と価値創造

のための活動（テナント配置や商品の品揃え等）を適応化している。しかしここで注目すべきは

ビジネスモデル全体の機能性にある。イオンモールのビジネスモデルはアジア各国の市場におい

て競争優位の源泉として立地に制約を受けることなく良好に機能している。

　このように価値提案と価値創造が現地市場において機能するか否かに関する事前調査と現地学

習はビジネスモデルの国際化初期段階の鍵となる（臼井, 2020b）。たとえばUber の日本市場進

出においてはタクシー業の規制により，米国での配車サービスのビジネスモデルを再現できな

かった。そこで日本市場ではフードデリバリーサービス事業に資源配分を行い，部分的にビジネ

スモデルを移転している。フィンテック関連のビジネスモデルも規制により国境を越えることに

苦労している。これはビジネスモデル自体が立地に制約され，機能していないことが原因なので

ある。

　実はビジネスモデル自体の立地制約性については，図 3のBohnsack ら（2021）の概念フレー

ムにも含まれている。「ビジネスモデル特殊優位」である。しかしBohnsack らの定義では，３ つ

のコンポーネントの積み上げの総和としてビジネスモデルの立地制約性を評価している。我々は

要素の積み上げではなく，全体像から俯瞰してビジネスモデルの機能性を分析することを提案し

ている。ビジネスモデル自体の立地制約性の分析を優先することが，ビジネスモデルの国際化と

その後のグローバル化を見通すための試金石となる。

2）価値創造システムの立地制約性分析

　第二の分析視角は価値連鎖システムの立地制約性分析である。この分析視角は先行研究でも取

り組まれている。しかし先行研究は，それぞれの要素を独立した変数として捉え，要素間の相互

関係は分析から外している。価値創造システムの ３ つの要素それぞれの立地制約性を分析する際

には，要素間の相互関係にも十分に注意を払う必要がある。順に見ていこう。
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　価値創造システムの「活動」はプレーヤー間で分業する。なかでも主体企業によるコア活動は

価値創造のエンジンであり，またプレーヤー・ネットワークの構築とガバナンスにも大きな影響

を与える。コア活動が創造する経済的なパワーは，他のプレーヤーが担当する活動の質とコミッ

トメントに影響を与え，またガナバンスとしても機能する。このように考えると，主体企業のコ

ア活動の立地制約性はビジネスモデル国際化において主たる成功要因となる。コア活動が非立地

制約的な企業特殊優位として現地市場で価値を創造できれば，ビジネスモデル移転の第一歩を踏

み出せる。逆にコア活動が立地に大いに制約を受ける場合，ビジネスモデルの国際化は最初から

困難に直面することとなる。

　コア活動と並んで「プレーヤー・ネットワーク」の立地制約性分析も重要である。すでに検討

したように，先行研究はビジネスモデル論に独自の戦略性の検討に課題があった。ビジネスモデ

ルに独自の戦略性は，活動や資源それぞれの優位性もさることながら，それら活動間のリンクす

なわち「プレーヤー・ネットワーク」そのものに内在する優位性にある。伝統的な製造業のサプ 

ライヤー・ネットワークの例で考えてみよう。トヨタのグローバル・サプライチェーンより生み

出される製品の品質や価値は，そもそも国境を越えた価値提案（海外市場での販売）のために構

築されてきた。日本の顧客に製品を届けるために構築されたサプライヤー・ネットワークは，製

品レベルでの適応化はあるにせよ，米国の顧客に販売する製品にも活用できる。このサプライ

ヤー・ネットワークが生み出す顧客価値（典型的には製品やサービス）が，現地市場において希

少で，模倣困難であれば，プレーヤー・ネットワークは立地制約性が低く国境を越えることがで

きる。またデジタル・プラットフォームのビジネスモデルのように，ネットワーク効果が国境を

越えて進出先のビジネスモデルに参画するプレーヤー（顧客，サプライヤーなど）にさらに価値

を創造する場合，このプレーヤー・ネットワークが非立地制約型の企業特殊優位となり国境を越

えることができる。

　国境を越えるプレーヤー・ネットワークには，プレーヤーの立地が物理的に国境を越える場合

と，立地は変えずに供給する製品・サービスのみが国境を越える場合とがある。たとえば，メー

カーのサプライチェーンは一般的に複数の国に分散して配置されており，これらを結ぶグローバ

ル・サプライチェーンを活用し，製品は複数の国市場へ供給できる。一方，小売業の調達ネット

ワークはそれぞれの店舗立地において一から構築する必要がある。中国の成都イトーヨーカ堂は，

進出当初，日本国内と同様に幅広い品揃えを現地で調達することができず苦労した（秦・成田・

臼井, 2016）。イオンモールのテナントも店舗ごとに現地で募集する。国際ビジネスでは，プレー

ヤー・ネットワークの生み出す価値の立地制約性に加えて（価値提案と現地顧客のニーズの一致

度合い），プレーヤー・ネットワークが立地する物理的な場所も分析対象となる。先に見たプレ

イステーションのように，ネットワークにほとんど立地制約がなくグローバルな範囲でネット

ワーク効果を実現できるビジネスモデルと，プレーヤー・ネットワークの配置に物理的な制約が

あるビジネスモデルとは分けて分析しなければならない。
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３）ビジネスモデル「論」に基づく国際化プロセスの分析

　ビジネスモデル研究では国際化プロセスに高い関心を寄せてきた。先行研究が抱える問題を踏

まえれば，国際ビジネス論に基づく国際化プロセスの分析が待たれよう。図 4はイオンモールの

インドネシア市場参入の初期段階におけるビジネスモデル移転のプロセスを示している（臼井, 

2020b）。図 4は左から順に右へ向けて時間の経過を表している。まずモールのオープン初期段

階では，主体企業のコア活動（核となる活動）を識別し本国から移転する。イオンモールインド

ネシアでは，イオンの店内で調理する日本食の惣菜（寿司，天ぷらなど）が現地顧客から大変な

人気を集めたため，日本からデリカの調理専門家をジャカルタへ呼び寄せ，これをコア活動の一

つと位置付け競争優位を獲得している。コア活動により主体企業のパワーが整備された上で，プ

レーヤー・ネットワークの開発に取り掛かる（図 4内では「構造」）。イオンモールの場合この第

二フェーズにおいて，現地のテナント，行政，地域住民との協働関係の構築に着手している。そ

して最終段階において歩合制賃料によるガナバンスの整備が行われている。

¥

図 4　ビジネスモデル国際化プロセス：イオンモールインドネシアのケース

出所：臼井（2020b）23 頁。

　国際化プロセス分析では，ビジネスモデル自体の立地制約性を検討しつつ，ビジネスモデルの

各要素を順にしかもオーバーラップさせながら，各要素間の共進化の反応をフィードバックしつ

つ徐々にできあがっていく様を追う。価値創造の量も質もビジネスモデル移転のプロセス（適切

な順序とスピード）に伴い成長していく。このようにビジネスモデルの国際化プロセス分析には，

国際ビジネス論とビジネスモデル論の双方のレンズが役立つ。
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4）グローバル・ビジネスモデルの分析

　最後の分析視角はグローバル・ビジネスモデル（GBM）の分析である。ここまで検討してき

たように，ビジネスモデルを要素に還元してそれぞれの立地制約性を分析しても，ビジネスモデ

ル自体が生み出す価値と成果の関係に接近するには限界がある。要素間の動態的な相互関係とそ

の立地制約性の双方に注目する分析視角が求められる。このように考えていくと，GBM は一部

のデジタル・プラットフォームに限られる可能性が高い。ゲームや音楽などの文化や言語の障壁

の低いデジタル財の取引には立地制約性が低くまたプレイヤー・ネットワークの効果も高い。あ

るいはユニクロやザラのようなカジュアル衣料品，アップルやテスラのような最先端のハイテク

製品もGBMとは相性が良さそうだ。GBMのターゲット顧客は世界中の若者が中心になるだろう。

このようにGBM の可能性と特徴を検討することを通じて，GBM ではない，つまり立地に制約

されるビジネスモデルの特徴も同時に分析できる。グローバルとドメスティックのビジネスモデ

ルを連続体として捉えた分析がGBM の可能性の検討には有効であろう。

5．むすびにかえて

　本稿は，国境を越えるビジネスモデルの可能性を戦略論の視点より分析するための予備的考察

と位置付けられる。先行研究の問題を浮き彫りにし，ビジネスモデル論と国際ビジネス論を架橋

するために必要となるいくつかの分析視角を提示した。ビジネスモデルの戦略論としての独自性

の整理なくして国際ビジネス論との架橋はできず，また国際ビジネス論における主要な概念を理

解することなくビジネスモデルの国際化は議論できない。論壇ではプロトコルを統一した建設的

な対話が歓迎される。この対話の第一歩として本稿が一助となれば幸いである。4 つの分析視角

はいずれも重要な研究プログラムである。先は長い。今後に期したい。
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